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1．序
　本報( その 5 ) では，座屈拘束筋違を取り付けた鉄筋
コンクリート骨組の地震応答解析を行い，骨組全体の
耐震性を確認するとともに，接合部に要求される性能
を把握する．
2 . 座屈拘束筋違を取り付けた R C 骨組の地震応答解析
2.1. 解析概要
　解析モデルを図 1 に，材料特性を図 2 に，解析パラ
メータを表 1 ，各モデルの固有周期を表 2 に示す．検
討建物は文献 1 ) の 3 層の建物であり，耐震壁を座屈拘
束筋違に置き換えて検討を行った．検討方向は短軸方
向とし，対称条件よりラーメン骨組 2 構面，座屈拘束
筋違を有する骨組 1 構面を対象とした．柱梁部材の材
料特性 2 ) ,  3 ) は図 2 に示す履歴特性とし，座屈拘束筋違
は完全弾塑性型とした．解析パラメータは，座屈拘束
筋違の容量を高さ方向に段違いに変化させた「段違い
モデル」と均一に配置した「均一モデル」の 2 種類と
した．ここでは解析結果の 1例として El Centro NSを
PGV=25, 50, 75cm/secに基準化した地震動に対する応答
を示し，検討を行う．
2 . 2 . 解析結果と考察
【静的荷重増分解析結果】
　静的荷重増分解析の結果を図 3 に示す．解析は最上
層の変位が建物高さの 2 % に達するまで A i 分布に従っ
た水平荷重を与えた．1 % 時のダンパーに対する骨組
の耐力比は約 3 0 % である．
【接合部が剛な場合の解析結果】
　まず接合部を剛として全体骨組の耐震性能を確認す
るとともに，接合部に要求される性能を考察する．最
大層間変形角を図 4 に，接合部に作用する最大引張力
を図 5 に示す．また，ダンパー軸力の水平成分と接合
部に作用する軸力の時刻歴を図 6 に示す．P G V が大き
くなるほど最大層間変形角は大きくなるが，ダンパー
を適切に配置することで PGV=50cm/secに対して最大層
間変形角を 1 /1 00ra d に収める設計が可能であることが
分かる．一方，接合部に作用する引張力についても，
P G V が大きくなるほど大きくなり，どの場合も静的な
荷重を与えた場合に比べて大きな引張力が作用してい
る．これは，上下ダンパー軸力の正負が入れ替わる際
に生じるものであり，約 1 本分のダンパーの降伏軸力
に相当する引張力が接合部に作用している．したがっ
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図1 解析モデル

図2 材料特性

図3 荷重-層間変形角関係(段違いモデル)
Applications of Buckling Restrained Braces in Reinforced Concrete Frames
Part 5. Fundamental Numerical Analysis of  The Seismic Responses of RC Frame with BRBs

Zhe Qu, Yusuke Maida, Masataka Nonoyama, Shoichi Kishiki, Toshio Maegawa , Jun Nakasone, Hiroyasu Sakata and Akira Wada

(a)鉄筋

7000 7000 7000 7000 7000

55
00

55
00

55
00

( b )断面図

1% 1.5%
2%

表1 解析パラメータ
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図4 最大層間変形角関係 図5 接合部に作用する最大引張力
(a) 段違いモデル (b) 均一モデル (a) 段違いモデル (b) 均一モデル

図6 接合部に作用する軸力 図7 接合部に作用する軸力
(a) バネの設置箇所 (b) バネの履歴Maximum Load
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K [kN/mm]
Sp1 1370
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図8 接合部軸剛性が最大層間変形角に及ぼす影響
(a) 段違いモデル (b) 均一モデル

図9 接合部軸剛性が接合部最大引張力に及ぼす影響
(a) 段違いモデル (b) 均一モデル

表3 バネの軸剛性
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て，P C 鋼棒には少なくともダンパー 1 本分の降伏軸力
に相当する軸力を導入しておく必要がある．
【接合部剛性の影響を考慮した解析結果】
 実験(その 3, 4)では降伏変形に対して約 20% のダン
パー軸変形のロスが生じた．ここでは，接合部軸方向
に引張のみに作用するバネを配置し，ダンパー軸変形
のロスが及ぼす影響について考察する．接合部剛性
は，バネの変形量のダンパー軸方向成分の 2 倍が降伏
軸変形の 10, 20, 30%となるように設定した(図 7)．バ
ネの性状を表 3 に示す．最大層間変形角を図 8 に，接
合部に作用する最大引張力を図 9 にバネの剛性ごとに
比較して示す．接合部が剛の場合と比較して，降伏変

形に対するロスが 10 ～ 30%では，全体挙動と接合部に
作用する引張力にはほとんど影響がないことが分か
る．
3. 結
　本報( その 5 ) では座屈拘束筋違を取り付けた R C 骨
組の地震応答解析を行い，接合部には約 1 本分のダン
パーの降伏軸力に相当する引張力が作用していること
を確認した．
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